
令和４年度 第１回 福岡市地域日本語教育の推進に係る総合調整会議 要旨 

 

 

１ 日時   令和４年８月２６日（金）  １４時３０分～１５時１０分 

２ 場所   福岡市役所１５階 １５０８会議室 

３ 参加者  有識者：深江氏、松永氏 

       教育委員会：石田教育支援課長、石橋学校企画課長、 

原田氏（教育委員会日本語サポートセンター） 

こども未来局：金丸総務企画課長、徳久事業企画課長、和泉課長（保育指導等担当） 

経済観光文化局：林田経営支援課人材企画係長 

総務企画局（事務局）：田中国際政策課長、吉弘国際政策係長、野中国際政策係長 

福岡よかトピア国際交流財団：有馬事務局長、中川地域日本語教育コーディネーター 

 

４ 概要 

事務局から、資料に沿って説明。 

資料１～３の説明毎に、意見交換や質問、確認を行った。 

ポイントは下記のとおり。 

 ・学校や就学前の現場では、子どもよりも親とのコミュニケーションに課題がある。 

 ・外国籍児童は昨年度に比べて増えており、かつ、偏った地域で増えている傾向がある。 

 ・技能実習生に対する支援について、どのようにして被用者の声を把握していくのか今後検討 

していく。 

 

５ 主な発言内容 

・国籍別で見ると、ネパール国籍で留学生が伸びている。 

・ボランティア養成講座について、今年度から、専門家である地域日本語教育コーディネーターを

配置している。多文化共生などの前提となる基礎知識、実習を取り入れ、講座修了者が実際の日本

語教室で活動につながるよう、内容も見直している。 

・子どもと保護者の調査について、小中学校の拠点校と配置校の生徒、約３００名及びその保護者

を対象とし、学校での生活や、日本語習得状況などを８月下旬からアンケート調査を行い、これを

踏まえて次年度からの施策を検討していく。 

・地域日本語教育の支援については、国際交流会館を活用し、ミニイベントやワークショップを開

催する。日本語教室の方が交流するイベントを開催することで、集まりやすい場としていく。 

 ・小中学校においても外国籍児童が増加している。昨年度新規外国籍児童が１２９名、全体で約３

００名であったが、今年度６月末時点で既に昨年度の人数を超えている。 

・一方で、指導者は限られており、現在は外国籍児童が少ない校区の教員を多い校区の学校に出張

させるなどで対応しているが、今後、重点的に配置が必要になることや、人員を増やすことなどの 

検討も考えていきたい。 

・子どもとの連携より保護者との連携のほうが、接点が少なくコミュニケーションを取りづらいと

いう点で難しい。 

 ・就学前の状況としては、小中学校と違い、保護者の送迎が日々あるので、接点は取りやすい。保



護者とより丁寧に連携をとるために、翻訳機やアプリを活用したり、日本語ができる人に同行して

もらったりと、何らかの形で対応している。 

 ・今年度、小中学校の外国籍児童の保護者の方を対象として、オンライン日本語教室の試行を実施

するので、少しでも役立てばと思っている。 

・よかトピア国際交流財団の外国人支援ボランティアバンクには２００名を超えるボランティアが

登録しており、学校の説明会や、文書翻訳などで活用してもらえればと思っている。 

・企業の被用者について、日本語に特化した点では、特段の情報は入ってきてない。外国人を雇っ

ている企業は、たどたどしい日本語であれ、対応はしているし、外国人側も、自分で勉強したりし

ているようだ。賃金や休日関連でのトラブルも聞いていない。 

・地域によっては、福岡市以外では技能実習生が１番多い地域もあり、そういった地域では技能実

習生に向けた対策も重要になるところ、福岡市内の外国人の在留資格で１番多いのは留学であり企

業の被用者が目立った課題になっていないのかもしれない。 

・今回の文化庁の取組みの成果指標の目標値として「日本語を自由に話せると思う外国人の割合」

とあるが、対象者は５年未満の在住者となっている。留学生は、基本的に日本語教育の機会に恵ま

れた環境があり、就労活動の人も基本は、日本語能力が高くて働いている、とした場合、技能実習

生に対する日本語教育に焦点が当たらなければ、目標値にたどり着くことが難しいのではないか。

５年間でこの部分をどうしていくのかは、１つの課題である。 

・主に意見を聞いているのは企業側からのようだが、雇われている側に違う意見があるのであれば、

そちらから話を聞くと、何をすべきなのか、打開策が見えてくると思う。 

・よかトピア国際交流財団の相談窓口には、技能実習生からの相談はほぼない状況ではある。 

・被用者の声をどうやって把握していくのかも含めて、今後課題として考えていきたい。 

  ・今年度の取り組みについて、各所管課でしっかりと進めるとともに、課題や困りごとがあれば 

適宜共有いただくようお願いする。 


